
平成２７年度
指定障害福祉サービス事業者等

に係る集団指導

【訪問系サービス、移動系サービス】

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害計画課

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害福祉課
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・指導、運営等について
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１．指導・監査について
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①指導の目的

指定事業者が障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）及び

関連法令並びに地域生活支援事業要綱の規定に基づいて支

援及び請求を行えるように、基本的事項の周知徹底をすること

で、支援内容の質の確保及び介護給付費等の支給の適正化を

図ること。
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②運営、請求等に関する基本的な法令

「川崎市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条
例」（平成２４年川崎市条例第６８号）

「川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の
基準等に関する条例」

（平成２４年川崎市条例第６９号。以下「基準」という。）

「川崎市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例」

（平成２４年川崎市条例第７０号）

「川崎市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準等に
関する条例」（平成２４年川崎市条例第７１号）

5

「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該
当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準」

（平成１８年厚生労働省告示第５２３号）

「厚生労働大臣が定める一単位の単価」

（平成１８年厚生労働省告示第５３９号）
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③指導の実施

○ 川崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律指定事業者等指導実施要綱に基づき実施

＜指導方法＞
・ 集団指導
市指定事業者等に対して、指導事項等が生じた際に適宜、指導内容に

応じて集団を選定し実施。

・ 実地指導
市指定事業者等のうち、前年度において、実地指導を実施していない

指定障害者支援施設設置者等を対象に実施する。
市指定事業者等のうち、前年度及び前々年度において、実地指導を実

施していない指定障害福祉サービス事業者等、指定一般相談支援事業者
等及び指定特援事業者等を対象に実施する。
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④監査の実施

監査は、市指定事業者等の自立支援給付対象

サービス等の内容等について障害者総合支援法に

定める行政上の措置に該当する内容であると認め

られる場合、若しくはその疑いがあると認められる場

合、又は自立支援給付に係る費用の請求について、

不正若しくは著しい不当が疑われる場合において、

事実関係を的確に把握し、しかるべき措置を採るこ

とを主眼とする。
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２．運営
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人員・設備及び運営基準

「基準」

居宅介護 重度訪問介護 行動援護 同行援護
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設備基準
＜事務室＞

事業の運営を行うために必要な面積を有する専用の事務室
が必要。

＜受付等＞

利用申し込みの受付、相談等に対応するための適切なス
ペースが必要。

＜設備・備品等＞

必要な設備及び備品等を確保し、特に、手指を洗浄するため
の設備等感染症予防に必要な設備等に配慮が必要。
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従業員の員数・要件

事業所ごとに常勤換算方法で２．５人以上配置
する必要がある。

資格

・ 介護福祉士
・ 実務者研修修了者
・ 介護職員基礎研修修了者
・ 居宅介護従業者養成研修１級課程修了者
・ 居宅介護職員初任者研修修了者

（行動援護、同行援護は一定期間の施設従事や研修等の
要件が加わる。）
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サービス提供責任者の員数・要件①

• 事業規模に応じて１人以上（従業者の員数又は事
業所の月間延べサービス提供時間に応じて増減）

• 管理者との兼務可

• 資格
・ 介護福祉士
・ 実務者研修修了者
・ 介護職員基礎研修修了者
・ 居宅介護従業者養成研修１級課程修了者
・ 居宅介護職員初任者研修修了者 かつ ３年以上介護等の実務経験有
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サービス提供責任者の員数・要件②
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＜サービス提供責任者の配置数について＞

※ 居宅介護、行動援護、同行援護が対象です。（重度訪問介護は対象外）

※ 平成２７年４月～ の変更内容です。



管理者の要件

• 常勤で、かつ、原則として管理業務に従事す
る必要がある

（管理業務に支障がない場合は他の職務の兼
務は可能）
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行動援護 従業者等の要件について①

Ｈ２７．４からの変更のポイント

・ 行動援護従業者養成研修の受講を必須化
・ 実務経験の期間を短縮
・ 従業者（ヘルパー）については現行の３０％減算の規定を廃止
・ 平成３０年３月３１日までの経過措置を設定

行動援護従業者養成研修課程修了者
または

強度行動障害支援者養成研修
（実践研修）修了者

１年以上の実務経験
（知的障害者、知的障害児または精神障

害者の直接支援業務）

行動援護ヘルパーの要件

＜経過措置＞

初任者研修課程修了者等であって、知的障害者、知的障害児または精神障害者の直接支援業
務に２年以上の従事経験を有する者にあっては、平成３０年３月３１日までの間は、当該基準に適
合するものをみなす



行動援護 従業者等の要件について②

行動援護従業者養成研修課程修了者
または

強度行動障害支援者養成研修
（基礎研修及び実践研修）修了者

３年以上の実務経験
（知的障害者、知的障害児または精神障

害者の直接支援業務）

行動援護サービス提供責任者の要件

＜経過措置＞

居宅介護事業所等のサービス提供責任者の資格要件のいずれかの要件に該当し、かつ、知的
障害者、知的障害児または精神障害者の直接支援業務に５年以上の従事経験を有する者にあっ
ては、平成３０年３月３１日までの間は、当該基準に適合するものをみなす

同行援護 従業者等の要件について①

同行援護ヘルパーの要件



同行援護 従業者等の要件について②

同行援護サービス提供責任者の要件

＜実務経験に関する証明について＞

行動援護、同行援護ともに、各職員が実務経験要件を満たしていることの
証明を事業所内で保存されておくよう、お願い致します。

アセスメント

• サービス提供責任者は、計画作成に先立ち、必ず利用者及びご家族
と面接をし、利用者が支援する上で解決すべき課題を把握する。

計画作成

• サービス提供責任者は、アセスメント結果に基づき、利用者の希望を
勘案した上で、利用者の意向、総合的な援助の方針、解決すべき課題、
目標及び各種サービス内容を記載した個別支援計画を作成する。

交付

• サービス提供責任者は、個別支援計画を利用者又は家族に説明し、
同意を得て、文書により交付する。

状況把握

見直し

• 計画作成後においても、当該計画の実施状況の把握を行い、必要に
応じて計画の変更を行う。

個別支援計画作成のフロー



個別支援計画の原案の内容については、利用者又はその家族に対して説明し、

文書により保護者の同意を得なければなりません。

個別支援計画には、利用者等への説明、同意、交付日等が確認できるよう、

次のような記載をすることをお勧めします。なお、利用者等への説明はサービス提供

責任者が行う必要があります。

【 例 】

居宅介護計画

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

上記計画について説明を受け、同意し、交付を受けました。

○年○月○日 利用者氏名 ○○ ○○ 印

説明者 ○○ ○○ 印

計画の説明・同意及び交付について
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● 変更の届出

届け出ている内容に変更が生じた場合、変更の日から１０日以内に川崎市に

届け出る必要があります。

※ 変更事項ごとに必要な書類の一覧表、および必要書類の様式等は次スライド

の掲載先をご参照ください。

● 各種加算・減算に変更がある場合

「介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書」を提出する必要があります。

○加算の算定の場合

・毎月１日～１５日までに提出 ⇒ 翌月のサービス提供分から適用

・毎月１６日～月末に提出 ⇒ 翌々月のサービス提供分から適用

○加算の要件を満たさない場合

・要件を満たさなくなった日を含む月から算定できませんので、速やかに届出を

行ってください。

変更（休止・廃止）について①
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● 廃止、休止の届出

・廃止、休止の場合 ⇒ 廃止、休止の１ヶ月前までに提出

・再開の場合 ⇒ 人員基準を確認する為に、前月15日までに届出

※ 必ず、事前にご相談ください。

※ 詳細は以下の掲載先をご参照ください。

● 変更（休止・廃止）の届出 資料等掲載先

https://www.rakuraku.or.jp/shienhi/liblary/L_Result2.asp?category=101&topid=3

（「障害福祉情報サービスかながわ」⇒「書式ライブラリ」⇒「３．川崎市からのお知らせ」

⇒「５．変更（休止・廃止）の届出」）

変更（休止・廃止）について②

事故報告について①

● 事故報告について

サービス提供中に事故が発生した場合には、当該利用者の家族、川崎市、

区役所、神奈川県等に連絡をとり、必要な措置を講じる必要があります。

● 根拠

基準第４１条

● 報告先
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事故報告について②

● 報告の手順の明確化

・ 事故発生後、原則として１週間以内に事故報告書を作成し、郵送もしくは持参にて

提出。

・ 死亡事故の場合は必ず障害計画課へ電話にて第一報を行うこと。また責任者が障

害計画課へ事故報告書を持参し、状況報告と併せて提出すること。

・ 次の場合は、事故後速やかに障害計画課へ電話で第一報を行うこと。

① 感染症

② 職員の不祥事

③ その他の重大事故

● 報告様式の変更

・ 従前の事故報告書の見直しを行い、より事故内容を具体的に把握することが

できるよう、様式を変更した。
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事故報告に関する主な変更点
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その他

○苦情解決（基準第40条）

苦情受付窓口、苦情解決の体制及び手順等を重要事項説

明書に記載すると共に、事業所に掲示すること。また、

第三者委員を設置することが望ましい。

○事業所内の掲示（基準第94条）

運営規程の他、従業者の勤務体制、重要事項説明書、

協力医療機関等の掲示が必要

○秘密保持（基準第37条）

個人情報を他の指定障害福祉サービス事業者と共有する

ためにはあらかじめ文書により同意を得る必要がある。

○会計の区分（基準第42条）

○身体拘束の禁止（基準第75条）

○虐待防止（基準第4条）



３．その他
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不正事案の発生防止を目的とし、事業運営の適正化を図るための体制の整備を事業者に

対して求めるものです。具体的には以下のとおりです。

「法令順守責任者」を定める

「法令順守規定」を整備

「業務執行の状況の監査」を実施

事業所等職員の法令順守を確保するための責任者
全事業者が対象

法令順守を確保するための注意事項や標準的な業務プロセス等を
記載したもの
事業所数が２０以上の事業者が対象

外部監査等を実施するもの
事業所数が１００以上の事業者が対象

◆ より詳しい内容は、以下に資料を掲載しておりますのでご確認ください。
「障害福祉情報サービスかながわ」⇒「書式ライブラリ」⇒「３．川崎市からのお知らせ」⇒「１１．業務管理体制の整備に関するお知らせ」

業務管理体制の整備に関する届出について



● 重要なお知らせ等の配信について

各種研修や制度改正等に関する情報はインターネットサイト「障害福祉情報かながわ」に

掲載するとともに、同サイトにご登録頂いているアドレス宛に、メールを送信することで周知を

図っております。

同サイトにメールアドレス登録がまだお済みで無い場合、または、登録の状況が「仮登録」の

場合はメールが送信されません。以下記載の場所に掲載されている手順等をご確認いただき、

早急にご登録をお願い致します。

＜メールアドレス登録に関する手順の掲載先＞

・「障害福祉情報サービスかながわ」⇒「書式ライブラリ」⇒「１０．利用マニュアル・振興会からの
お知らせ等」⇒「操作マニュアル」⇒「2013/06/18付け」

＜問合せ先＞
・社団法人かながわ福祉サービス振興会 ＩＤ・パスワード担当

電話：045-671-0294

障害福祉情報サービスかながわへのメールアドレス登録について






